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(57)【要約】
【課題】成形による黄変が少なく、著しく優れた色相を
有する芳香族ポリカーボネート樹脂成形品を製造する。
【解決手段】粘度平均分子量１０，０００～３０，００
０の芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）１００質量部に
対し、少なくとも１種類の安定剤（Ｂ）を０．０１～０
．５質量部及び色相改良剤（Ｃ）を０．０５～２質量部
含むポリカーボネート樹脂組成物のペレットを、射出シ
リンダーの少なくとも１箇所にベントが設けられている
射出成形機で成形して芳香族ポリカーボネート樹脂成形
品を製造する。該ペレットを、該射出成形機に飢餓状態
で供給すると共に、該ベント及び該射出成形機へのペレ
ット供給部の一方に不活性ガスを供給し、かつ他方に不
活性ガスを供給するか或いは減圧しながら射出成形する
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粘度平均分子量１０，０００～３０，０００の芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）１０
０質量部に対し、少なくとも１種類の安定剤（Ｂ）を０．０１～０．５質量部及び色相改
良剤（Ｃ）を０．０５～２質量部含むポリカーボネート樹脂組成物のペレットを、射出シ
リンダーの少なくとも１箇所にベントが設けられている射出成形機で成形して芳香族ポリ
カーボネート樹脂成形品を製造する方法であって、
　該ペレットを、該射出成形機に飢餓状態で供給すると共に、
　該ベント及び該射出成形機へのペレット供給部の一方に不活性ガスを供給し、かつ他方
に不活性ガスを供給するか或いは減圧しながら射出成形することを特徴とする芳香族ポリ
カーボネート樹脂成形品の製造方法。
【請求項２】
　前記ペレットの水分量が２００ｐｐｍ以上であることを特徴とする請求項１に記載の芳
香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法。
【請求項３】
　前記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）の粘度平均分子量が１３，０００～２５，００
０であることを特徴とする請求項１又は２に記載の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の
製造方法。
【請求項４】
　前記安定剤（Ｂ）が、スピロ環骨格を有するホスファイト系安定剤と、スピロ環骨格を
有さないホスファイト系安定剤とを含み、前記芳香族ポリカーボネート樹脂組成物中の該
スピロ環骨格を有するホスファイト系安定剤の含有量が、該スピロ環骨格を有さないホス
ファイト系安定剤の含有量よりも少ないことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項
に記載の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法。
【請求項５】
　前記色相改良剤（Ｃ）が、脂肪酸エステル及び／又はポリアルキレングリコール化合物
であることを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の芳香族ポリカーボネート
樹脂成形品の製造方法。
【請求項６】
　前記ポリアルキレングリコール化合物が下記一般式（III－１）で表される分岐型ポリ
アルキレングリコール化合物であることを特徴とする請求項５に記載の芳香族ポリカーボ
ネート樹脂成形品の製造方法。
【化１】

（式（III－１）中、Ｒは炭素数１～３のアルキル基を示し、ＸおよびＹは、それぞれ独
立に、水素原子、炭素数１～２３の脂肪族アシル基、又は炭素数１～２３のアルキル基を
示し、ｎは１０～４００の整数を示す。）
【請求項７】
　前記分岐型ポリアルキレングリコール化合物がポリプロピレングリコール（ポリ（２－
メチル）エチレングリコール）および／又はポリブチレングリコール（ポリ（２－エチル
）エチレングリコール）であることを特徴とする請求項６に記載の芳香族ポリカーボネー
ト樹脂成形品の製造方法。
【請求項８】
　前記成形品が、Ｌ／Ｄが３０以上の長尺の成形品であることを特徴とする請求項１乃至
７のいずれか１項に記載の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法。
【請求項９】
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　請求項１乃至８のいずれか１項に記載の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法
により導光部材を製造することを特徴とする導光部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法に関する。詳しくは、本発明
は、射出成形時の黄変の問題を改善し、著しく色相に優れた芳香族ポリカーボネート樹脂
成形品を製造する方法と、この方法により製造された成形品に関する。
　本発明はまた、この成形品よりなる導光部材と、この導光部材を用いた照明装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　近年、欧州及び北米等においては、自動車のヘッドランプ及びリアランプに常時点灯す
るデイライトを設置することにより、昼間の歩行者や対向車からの視認性を高める、自動
車のデイライト化が進んでいる。デイライトは一般に、導光部材と、導光部材に光を入射
させる光源とを備えている。導光部材の構成材料としては、透明性や耐熱性の観点から、
ポリカーボネート樹脂が用いられているが、導光部材には、透明性や耐熱性に加えて、黄
色の少ない、優れた色相を有することが要求される。即ち、導光部材は、一般的に、光路
長の長いレンズ部品であるため、光源から入射された光を減衰させることなく高効率で伝
達するためには、導光部材には、黄変等の着色の問題がなく優れた色相を有することが求
められている。
【０００３】
　従来、導光部材用の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物として、特許文献１に、芳香族
ポリカーボネート樹脂にリン系安定剤及び脂肪酸エステルを配合した芳香族ポリカーボネ
ート樹脂組成物が開示されている。
　また、特許文献１の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物の色相と耐黄変性を更に改善し
たものとして、特許文献２には、芳香族ポリカーボネート樹脂に配合するリン系安定剤と
して、２種類のホスファイト系安定剤を用いた芳香族ポリカーボネート樹脂組成物が開示
されている。
【０００４】
　即ち、芳香族ポリカーボネート樹脂組成物を用いて導光部材を成形した場合、成形過程
で受ける熱で芳香族ポリカーボネート樹脂が劣化し、得られる成形品は僅かながら黄色味
を帯びることがある。特許文献２の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物は、特許文献１の
芳香族ポリカーボネート樹脂組成物における色相を改善するものである。
【０００５】
　なお、ポリカーボネート樹脂組成物の射出成形に当っては、原料を溶融混練して得られ
たポリカーボネート樹脂組成物のペレットを、所定の条件で乾燥した後、射出成形機のホ
ッパーに投入して射出成形が行われる。例えば、特許文献１の実施例では、得られたペレ
ットを熱風循環式乾燥機により１２０℃で５～７時間乾燥した後、射出成形を行っている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－２０４７３７号公報
【特許文献２】特開２０１３－１３９０９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１及び２の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物であれば、通常の芳香族ポリカ
ーボネート樹脂組成物に比べて、色相が良好な成形品が得られるが、自動車用照明装置に
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用いられる導光部材にあっては、例えば、３００ｍｍ長光路のＹＩ値として１８未満とい
うような、著しく優れた色相が要求されるのに対して、従来の芳香族ポリカーボネート樹
脂組成物ではこのような要求特性を満足し得ない。
【０００８】
　本発明は、特許文献１及び２の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物からなる成形品より
も、更に成形による黄変が少なく、著しく優れた色相を有する芳香族ポリカーボネート樹
脂成形品を製造する方法と、この方法により製造された成形品を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記課題を解決するべく、芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の射出成形
方法について鋭意研究を重ねた結果、特定の粘度平均分子量の芳香族ポリカーボネート樹
脂に、所定の割合で安定剤と色相改良剤を配合してなる芳香族ポリカーボネート樹脂組成
物のペレットを、ベントを有する射出成形機を用いて、ペレットを飢餓状態で供給すると
共に、ベント及びペレット供給部の一方に不活性ガスを供給し、他方に不活性ガスを供給
するか減圧しながら射出成形することにより、上記課題を解決し得ることを見出した。
【００１０】
　本発明はこのような知見に基づいて達成されたものであり、以下を要旨とする。
【００１１】
［１］　粘度平均分子量１０，０００～３０，０００の芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ
）１００質量部に対し、少なくとも１種類の安定剤（Ｂ）を０．０１～０．５質量部及び
色相改良剤（Ｃ）を０．０５～２重量部含むポリカーボネート樹脂組成物のペレットを、
射出シリンダーの少なくとも１箇所にベントが設けられている射出成形機で成形して芳香
族ポリカーボネート樹脂成形品を製造する方法であって、該ペレットを、該射出成形機に
飢餓状態で供給すると共に、該ベント及び該射出成形機へのペレット供給部の一方に不活
性ガスを供給し、かつ他方に不活性ガスを供給するか或いは減圧しながら射出成形するこ
とを特徴とする芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法。
【００１２】
［２］　前記ペレットの水分量が２００ｐｐｍ以上であることを特徴とする［１］に記載
の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法。
【００１３】
［３］　前記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）の粘度平均分子量が１３，０００～２５
，０００であることを特徴とする［１］又は［２］に記載の芳香族ポリカーボネート樹脂
成形品の製造方法。
【００１４】
［４］　前記安定剤（Ｂ）が、スピロ環骨格を有するホスファイト系安定剤と、スピロ環
骨格を有さないホスファイト系安定剤とを含み、前記芳香族ポリカーボネート樹脂組成物
中の該スピロ環骨格を有するホスファイト系安定剤の含有量が、該スピロ環骨格を有さな
いホスファイト系安定剤の含有量よりも少ないことを特徴とする［１］乃至［３］のいず
れかに記載の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法。
【００１５】
［５］　前記色相改良剤（Ｃ）が、脂肪酸エステル及び／又はポリアルキレングリコール
化合物であることを特徴とする［１］乃至［４］のいずれかに記載の芳香族ポリカーボネ
ート樹脂成形品の製造方法。
【００１６】
［６］　前記ポリアルキレングリコール化合物が下記一般式（III－１）で表される分岐
型ポリアルキレングリコール化合物であることを特徴とする［５］に記載の芳香族ポリカ
ーボネート樹脂成形品の製造方法。
【００１７】
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【化１】

【００１８】
（式（III－１）中、Ｒは炭素数１～３のアルキル基を示し、ＸおよびＹは、それぞれ独
立に、水素原子、炭素数１～２３の脂肪族アシル基、又は炭素数１～２３のアルキル基を
示し、ｎは１０～４００の整数を示す。）
【００１９】
［７］　前記分岐型ポリアルキレングリコール化合物がポリプロピレングリコール（ポリ
（２－メチル）エチレングリコール）および／又はポリブチレングリコール（ポリ（２－
エチル）エチレングリコール）であることを特徴とする［６］に記載の芳香族ポリカーボ
ネート樹脂成形品の製造方法。
【００２０】
［８］　前記成形品が、Ｌ／Ｄが３０以上の長尺の成形品であることを特徴とする［１］
乃至［７］のいずれかに記載の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法。
【００２１】
［９］　［１］乃至［８］のいずれかに記載の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造
方法により導光部材を製造することを特徴とする導光部材の製造方法。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、射出成形時の芳香族ポリカーボネート樹脂の劣化、及びそれによる黄
変を効果的に抑制し、著しく優れた色相を有する芳香族ポリカーボネート樹脂成形品を製
造することができる。
　本発明によれば、３００ｍｍ長光路成形品について測定した３００ｍｍ長のＹＩ値とし
て１８未満を満足する著しく良好な色相の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品を製造する
ことが可能であり、製造された芳香族ポリカーボネート樹脂成形品は、特に導光部材、と
りわけ自動車用照明装置の導光部材として有用であり、長尺ないしは肉厚の導光部材であ
っても、高い光伝達効率を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明で用いる射出成形機の一例を示す構成図である。
【図２】本発明で用いる射出成形機の他の例を示す構成図である。
【図３】本発明で用いる射出成形機の別の例を示す構成図である。
【図４】射出成形機へのペレットの供給方法の説明図であり、（ａ）図は飢餓フィードを
示し、（ｂ）図は通常フィードを示す。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００２５】
［芳香族ポリカーボネート樹脂組成物］
　まず、本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法において、成形材料とし
て用いる芳香族ポリカーボネート樹脂組成物（以下「本発明の芳香族ポリカーボネート樹
脂組成物」と称す場合がある。）について説明する。
【００２６】
　本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物は、粘度平均分子量１０，０００～３０，
０００の芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）１００質量部に対して、少なくとも１種類の
安定剤（Ｂ）を０．０１～０．５質量部、及び色相改良剤（Ｃ）を０．０５～２重量部含
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むものである。
【００２７】
＜芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）＞
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）は、芳香族ヒドロキシ化合物と、ホスゲン又は炭酸
のジエステルとを反応させることによって得られる芳香族ポリカーボネート重合体である
。上記芳香族ポリカーボネート重合体は分岐を有していてもよい。芳香族ポリカーボネー
ト樹脂の製造方法は、特に限定されるものではなく、ホスゲン法（界面重合法）、溶融法
（エステル交換法）等の従来法によることができる。
【００２８】
　芳香族ジヒドロキシ化合物の代表的なものとしては、例えば、ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）メタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４
－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－ｔ
－ブチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニ
ル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェニル）プロパン、
４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）シクロヘキサン、４，４’－ジヒドロキシビフェニル、３，３’，５，５’－テト
ラメチル－４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホ
ン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）エー
テル、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトン等が挙げられる。
【００２９】
　上記芳香族ジヒドロキシ化合物の中では、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プ
ロパン（ビスフェノールＡ）が特に好ましい。
　上記芳香族ジヒドロキシ化合物は、１種類を単独で用いても、２種類以上を混合して用
いてもよい。
【００３０】
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）を製造する際に、上記芳香族ジヒドロキシ化合物に
加えてさらに分子中に３個以上のヒドロキシ基を有する多価フェノール等を少量添加して
もよい。この場合、上記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）は分岐を有するものになる。
【００３１】
　上記３個以上のヒドロキシ基を有する多価フェノールとしては、例えばフロログルシン
、４，６－ジメチル－２，４，６－トリス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプテン－２、４
，６－ジメチル－２，４，６－トリス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、２，６－ジ
メチル－２，４，６－トリス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプテン－３、１，３，５－ト
リス（４－ヒドロキシフェニル）ベンゼン、１，１，１－トリス（４－ヒドロキシフェニ
ル）エタンなどのポリヒドロキシ化合物、あるいは３，３－ビス（４－ヒドロキシアリー
ル）オキシインドール（＝イサチンビスフェノール）、５－クロルイサチン、５，７－ジ
クロルイサチン、５－ブロムイサチン等が挙げられる。この中でも、１，１，１－トリス
（４－ヒドロキシルフェニル）エタン又は１，３，５－トリス（４－ヒドロキシフェニル
）ベンゼンが好ましい。上記多価フェノールの使用量は、上記芳香族ジヒドロキシ化合物
を基準（１００モル％）として好ましくは０．０１～１０モル％となる量であり、より好
ましくは０．１～２モル％となる量である。
【００３２】
　エステル交換法による重合においては、ホスゲンの代わりに炭酸ジエステルがモノマー
として使用される。炭酸ジエステルの代表的な例としては、ジフェニルカーボネート、ジ
トリルカーボネート等に代表される置換ジアリールカーボネート、ジメチルカーボネート
、ジエチルカーボネート、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルカーボネート等に代表されるジアルキル
カーボネートが挙げられる。これらの炭酸ジエステルは、１種類を単独で、又は２種類以
上を混合して用いることができる。これらのなかでも、ジフェニルカーボネート、置換ジ
フェニルカーボネートが好ましい。
【００３３】
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　また上記の炭酸ジエステルは、好ましくはその５０モル％以下、さらに好ましくは３０
モル％以下の量を、ジカルボン酸又はジカルボン酸エステルで置換してもよい。代表的な
ジカルボン酸又はジカルボン酸エステルとしては、テレフタル酸、イソフタル酸、テレフ
タル酸ジフェニル及びイソフタル酸ジフェニル等が挙げられる。このようなジカルボン酸
又はジカルボン酸エステルで炭酸ジエステルの一部を置換した場合には、ポリエステルカ
ーボネートが得られる。
【００３４】
　エステル交換法により芳香族ポリカーボネート樹脂を製造する際には、通常、触媒が使
用される。触媒種に制限はないが、一般的にはアルカリ金属化合物、アルカリ土類金属化
合物、塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合物、塩基性アンモニウム化合物、アミン系化
合物等の塩基性化合物が使用される。中でもアルカリ金属化合物及び／又はアルカリ土類
金属化合物が特に好ましい。これらは、単独で使用してもよく、２種類以上を組み合わせ
て使用してもよい。エステル交換法では、上記触媒をｐ－トルエンスルホン酸エステル等
で失活させることが一般的である。
【００３５】
　上記芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）には、難燃性等を付与する目的で、シロキサン
構造を有するポリマー又はオリゴマーを共重合させることができる。
【００３６】
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）の粘度平均分子量は、１０，０００～３０，０００
である。芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）の粘度平均分子量が１０，０００未満である
場合、得られる成形品の機械的強度が不足し、十分な機械的強度を有するものを得ること
ができない場合がある。また、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）の粘度平均分子量が３
０，０００を超える場合、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）の溶融粘度が大きくなるた
め、例えば芳香族ポリカーボネート樹脂組成物を射出成形して導光部材等の長尺状の成形
品を製造する際に優れた流動性を得ることができず、また、樹脂の剪断による発熱量が大
きくなり、熱分解により樹脂が劣化する結果、優れた色相を有する成形品を得ることがで
きない場合がある。
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）の粘度平均分子量は、好ましくは１２，０００～３
０，０００であり、より好ましくは１３，０００～２５，０００、特に好ましくは１３，
０００～２０，０００である。
【００３７】
　ここで粘度平均分子量は、溶媒としてメチレンクロライドを用い、２０℃の温度で測定
した溶液粘度より換算して求めたものである。
【００３８】
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）は、粘度平均分子量の異なる２種以上の芳香族ポリ
カーボネート樹脂を混合したものであってもよく、また粘度平均分子量が上記範囲外であ
る芳香族ポリカーボネート樹脂を混合して上記粘度平均分子量の範囲内としたものであっ
てもよい。
【００３９】
＜安定剤（Ｂ）＞
　安定剤（Ｂ）としては、リン系安定剤が好ましく、特に本発明においては、スピロ環骨
格を有するホスファイト系安定剤（以下「第１ホスファイト系安定剤」と称す場合がある
。）と、スピロ環骨格を有さないホスファイト系安定剤（以下「第２ホスファイト系安定
剤」と称す場合がある。）とを併用することが、黄変抑制の観点から好ましい。
【００４０】
　第１ホスファイト系安定剤としては、下記一般式（１）で表されるものが好ましい。
【００４１】



(8) JP 2017-185681 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

【化２】

【００４２】
（上記一般式（１）中、Ｒ１１及びＲ１２はそれぞれ独立に、炭素数１～３０のアルキル
基、又は炭素数６～３０のアリール基を表す。）
【００４３】
　上記一般式（１）中、炭素数１～３０のアルキル基としては、メチル基、エチル基、プ
ロピル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ヘキシル基、オクチル
基などが挙げられる。炭素数６～３０のアリール基としては、フェニル基、ナフチル基な
どが挙げられる。
【００４４】
　上記スピロ環骨格を有する第１ホスファイト系安定剤としては、例えばジステアリルペ
ンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペ
ンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチル
フェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、フェニルビスフェノールＡペンタエリ
スリトールジホスファイト、ジシクロヘキシルペンタエリスリトールジホスファイト、ビ
ス（２，４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト等が挙げられる。
この中ではジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，
４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトが特に好ましく用いられる
。
　これらの第１ホスファイト系安定剤は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合し
て用いてもよい。
【００４５】
　第２ホスファイト系安定剤は、スピロ環骨格を有さないホスファイト系安定剤であれば
よく、特に制限はないが、例えばトリス（ジエチルフェニル）ホスファイト、トリス（ジ
－ｉｓｏ－プロピルフェニル）ホスファイト、トリス（ジ－ｎ－ブチルフェニル）ホスフ
ァイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（２，
６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェニル）ホスファイト等のトリアリールフォスファイト、２，２’－メチレンビス
（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）
ホスファイト、２，２’－メチレンビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）（２
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ホスファイト、２，２’－メチレンビス（４
－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）（２－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニ
ル）ホスファイト、２，２’－エチリデンビス （４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェニル）（２－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ホスファイト等の二価フェノー
ル類を含み環状構造を有するトリアリールフォスファイト等が挙げられる。
　これらの第２ホスファイト系安定剤は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合し
て用いてもよい。
【００４６】
　上記スピロ環骨格を有さない第２ホスファイト系安定剤の中でも、下記一般式（２）で
表されるホスファイト系安定剤が好ましい。
【００４７】
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【化３】

【００４８】
（上記一般式（２）中、Ｒ１３～Ｒ１７はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数６～２０の
アリール基、又は炭素数１～２０のアルキル基を表す。）
【００４９】
　上記の一般式（２）中、Ｒ１３～Ｒ１７で表されるアルキル基としては、例えばメチル
基、エチル基、プロピル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ヘキ
シル基、オクチル基などが挙げられる。Ｒ１３～Ｒ１７で表されるアリール基としては、
例えばフェニル基、ナフチル基などが挙げられる。
【００５０】
　安定剤（Ｂ）として、上記のスピロ環骨格を有する第１ホスファイト系安定剤と、スピ
ロ環骨格を有さない第２ホスファイト系安定剤とを併用する場合、第１ホスファイト系安
定剤を第２ホスファイト系安定剤より少なく用いることが、特に熱エージング時の黄変抑
制の観点から好ましく、第１ホスファイト系安定剤及び第２ホスファイト系安定剤の合計
に占める第１ホスファイト系安定剤の配合率は、好ましくは３～３０質量％であり、より
好ましくは５～２５質量％である。
【００５１】
　また、安定剤（Ｂ）１００質量％における第１ホスファイト系安定剤及び第２ホスファ
イト系安定剤の合計の含有率は、５０～１００質量％であることが好ましく、８０～１０
０質量％であることがより好ましく、１００質量％であることが特に好ましい。
【００５２】
　なお、安定剤（Ｂ）１００質量％における第１ホスファイト系安定剤及び第２ホスファ
イト系安定剤の合計の含有率が１００質量％未満である場合、安定剤（Ｂ）は、上記ホス
ファイト系安定剤のほかに、ホスホナイト系安定剤、ホスフェート系安定剤等の他のリン
系安定剤を含有していてもよい。
【００５３】
　ホスホナイト系安定剤としては、例えばテトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチルフェニル）－４，３’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，４－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３，３’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（
２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テ
トラキス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，３’－ビフェニレンジホスホ
ナイト、テトラキス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３，３’－ビフェニレ
ンジホスホナイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－フ
ェニルホスホナイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル－
フェニルホスホナイト、ビス（２，６－ジ－ｎ－ブチルフェニル）－３－フェニル－フェ
ニルホスホナイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フェニル－フ
ェニルホスホナイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－フェニル－
フェニルホスホナイト等が挙げられる。
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【００５４】
　ホスフェート系安定剤としては、例えばトリブチルホスフェート、トリメチルホスフェ
ート、トリクレジルホスフェート、トリフェニルホスフェート、トリクロルフェニルホス
フェート、トリエチルホスフェート、ジフェニルクレジルホスフェート、ジフェニルモノ
オルソキセニルホスフェート、トリブトキシエチルホスフェート、ジブチルホスフェート
、ジオクチルホスフェート、ジイソプロピルホスフェート等が挙げられる。
　これらの他のリン系安定剤についても、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合し
て用いてもよい。
【００５５】
　本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物において、安定剤（Ｂ）の配合割合は、芳
香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）１００質量部に対し、０．０１～０．５質量部である。
安定剤（Ｂ）の配合割合が０．０１質量部未満である場合、黄変を十分に抑制することが
できず、良好な色相を得ることができない。一方、安定剤（Ｂ）の配合割合が０．５質量
部を超える場合は、成形時のガスが多くなったり、モールドデポジットによる転写不良が
起こったりするため、得られる成形品の透明性が低下する。安定剤（Ｂ）の配合割合は、
芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）１００質量部に対して、好ましくは０．０３～０．４
質量部であり、より好ましくは０．０５～０．３質量部である。
【００５６】
＜色相改良剤（Ｃ）＞
　色相改良剤（Ｃ）としては、これを配合することにより、得られる成形品の色相を良好
なものとすることができるものであればよく、特に制限されるものではないが、代表的な
色相改良剤（Ｃ）として、脂肪酸エステル、ポリアルキレングリコール化合物が挙げられ
る。なお、色相改良剤（Ｃ）としては、脂肪酸エステルの１種又は２種以上を用いてもよ
く、ポリアルキレングリコール化合物の１種又は２種以上を用いてもよく、脂肪酸エステ
ルの１種又は２種以上と、ポリアルキレングリコール化合物の１種又は２種以上とを併用
してもよい。
【００５７】
<脂肪酸エステル>
　脂肪酸エステルは脂肪族カルボン酸とアルコールとの縮合化合物である。
【００５８】
　脂肪酸エステルを構成する脂肪族カルボン酸としては、飽和又は不飽和の、脂肪族モノ
カルボン酸、ジカルボン酸及びトリカルボン酸が挙げられる。ここで、脂肪族カルボン酸
は、脂環式カルボン酸も包含する。脂肪族カルボン酸としては、炭素数６～３６のモノカ
ルボン酸又はジカルボン酸が好ましく、炭素数６～３６の脂肪族飽和モノカルボン酸がさ
らに好ましい。このような脂肪族カルボン酸の具体例としては、パルミチン酸、ステアリ
ン酸、吉草酸、カプロン酸、カプリン酸、ラウリン酸、アラキジン酸、ベヘン酸、リグノ
セリン酸、セロチン酸、メリシン酸、テトラトリアコンタン酸、モンタン酸、グルタル酸
、アジピン酸及びアゼライン酸などが挙げられる。
【００５９】
　一方、上記アルコールとしては、飽和又は不飽和の、一価アルコール及び多価アルコー
ルが挙げられる。これらのアルコールは、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、アリール基
などの置換基を有していてもよい。これらのアルコールの中でも、炭素数３０以下の一価
又は多価の飽和アルコールが好ましく、炭素数３０以下の脂肪族飽和一価アルコール又は
多価アルコールがさらに好ましい。ここで、脂肪族アルコールは、脂環式アルコールも包
含する。
【００６０】
　上記アルコールとしては、例えばオクタノール、デカノール、ドデカノール、テトラデ
カノール、ステアリルアルコール、ベヘニルアルコール、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、２，２－ジヒドロキシペルフルオロ
プロパノール、ネオペンチレングリコール、ジトリメチロールプロパン、ジペンタエリス



(11) JP 2017-185681 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

リトール等が挙げられる。
【００６１】
　上記脂肪酸エステルとしては、例えば蜜ロウ（ミリスチルパルミテートを主成分とする
混合物）、硬化油、ブチルステアレート、ベヘン酸ベヘニル、ベヘン酸オクチルドデシル
、ステアリルステアレート、グリセリンモノパルミテート、グリセリンモノステアレート
、グリセリンモノオレート、グリセリンジステアレート、グリセリントリステアレート、
ペンタエリスリトールモノパルミテート、ペンタエリスリトールモノステアレート、ペン
タエリスリトールジステアレート、ペンタエリスリトールトリステアレート、ペンタエリ
スリトールテトラステアレート等が挙げられる。
【００６２】
　中でも、グリセリンモノパルミテート、グリセリンモノステアレート等の脂肪酸モノグ
リセリドを用いることが好ましい。この場合、芳香族ポリカーボネート樹脂組成物を製造
する際、押出機内のバレル及びスクリュー表面と樹脂との摩擦を低下させ、加工時のポリ
カーボネート樹脂の温度上昇を防ぐことができるため、得られる成形品の色相を特に優れ
たものとするとともに黄変をより高度に抑制することができるようになる。
【００６３】
<ポリアルキレングリコール化合物>
　ポリアルキレングリコール化合物としては、下記一般式（Ｉ）で表される直鎖アルキレ
ンエーテル単位（Ｐ１）と下記一般式（ＩＩ－１）～（ＩＩ－４）で表される単位から選
ばれる分岐アルキレンエーテル単位（Ｐ２）を有するポリアルキレングリコール共重合体
（ＣＰ）が好ましいものとして挙げられる。
【００６４】
【化４】

【００６５】
（式（Ｉ）中、ｎは３～６の整数を示す。）
【００６６】
【化５】

【００６７】
（式（ＩＩ－１）～（ＩＩ－４）中、Ｒ１～Ｒ１０は各々独立に水素原子又は炭素数１～
３のアルキル基を示し、それぞれの式（ＩＩ－１）～（ＩＩ－４）においてＲ１～Ｒ１０

の少なくとも１つは炭素数１～３のアルキル基である。）
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【００６８】
　上記一般式（Ｉ）で示される直鎖アルキレンエーテル単位（Ｐ１）としては、それをグ
リコールとして記載すると、ｎが３であるトリメチレングリコール、ｎが４であるテトラ
メチレングリコール、ｎが５のペンタメチレングリコール、ｎが６のヘキサメチレングリ
コールが挙げられ、好ましくはトリメチレングリコール、テトラメチレングリコールであ
り、テトラメチレングリコールが特に好ましい。
【００６９】
　トリメチレングリコールは、工業的にはエチレンオキシドのヒドロホルミル化により３
－ヒドロキシプロピオンアルデヒドを得、これを水添する方法、又はアクロレインを水和
して得た３－ヒドロキシプロピオンアルデヒドをＮｉ触媒で水素化する方法で製造される
。また、最近ではバイオ法により、グリセリン、グルコース、澱粉等を微生物に還元させ
てトリメチレングリコールを製造することが行われている。
【００７０】
　上記一般式（ＩＩ－１）で示される分岐アルキレンエーテル単位として、これをグリコ
ールとして記載すると、（２－メチル）エチレングリコール、（２－エチル）エチレング
リコール、（２，２－ジメチル）エチレングリコールなどが挙げられ、好ましくは（２－
メチル）エチレングリコールである。
【００７１】
　上記一般式（ＩＩ－２）で示される分岐アルキレンエーテル単位として、これをグリコ
ールとして記載すると、（２－メチル）トリメチレングリコール、（３－メチル）トリメ
チレングリコール、（２－エチル）トリメチレングリコール、（３－エチル）トリエチレ
ングリコール、（２，２－ジメチル）トリメチレングリコール、（２，２－メチルエチル
）トリメチレングリコール、（２，２－ジエチル）トリメチレングリコール（即ち、ネオ
ペンチルグリコール）、（３，３－ジメチル）トリメチレングリコール、（３，３－メチ
ルエチル）トリメチレングリコール、（３，３－ジエチル）トリメチレングリコールなど
が挙げられる。
【００７２】
　上記一般式（ＩＩ－３）で示される分岐アルキレンエーテル単位として、これをグリコ
ールとして記載すると、（３－メチル）テトラメチレングリコール、（４－メチル）テト
ラメチレングリコール、（３－エチル）テトラメチレングリコール、（４－エチル）テト
ラメチレングリコール、（３，３－ジメチル）テトラメチレングリコール、（３，３－メ
チルエチル）テトラメチレングリコール、（３，３－ジエチル）テトラメチレングリコー
ル、（４，４－ジメチル）テトラメチレングリコール、（４，４－メチルエチル）テトラ
メチレングリコール、（４，４－ジエチル）テトラメチレングリコールなどが挙げられ、
（３－メチル）テトラメチレングリコールが好ましい。
【００７３】
　上記一般式（ＩＩ－４）で示される分岐アルキレンエーテル単位として、これをグリコ
ールとして記載すると、（３－メチル）ペンタメチレングリコール、（４－メチル）ペン
タメチレングリコール、（５－メチル）ペンタメチレングリコール、（３－エチル）ペン
タメチレングリコール、（４－エチル）ペンタメチレングリコール、（５－エチル）ペン
タメチレングリコール、（３，３－ジメチル）ペンタメチレングリコール、（３，３－メ
チルエチル）ペンタメチレングリコール、（３，３－ジエチル）ペンタメチレングリコー
ル、（４，４－ジメチル）ペンタメチレングリコール、（４，４－メチルエチル）ペンタ
メチレングリコール、（４，４－ジエチル）ペンタメチレングリコール、（５，５－ジメ
チル）ペンタメチレングリコール、（５，５－メチルエチル）ペンタメチレングリコール
、（５，５－ジエチル）ペンタメチレングリコールなどが挙げられる。
【００７４】
　以上、分岐アルキレンエーテル単位（Ｐ２）を構成する一般式（ＩＩ－１）～（ＩＩ－
４）で表される単位を便宜的にグリコールを例として記載したが、これらグリコールに限
らず、これらのアルキレンオキシドや、これらのポリエーテル形成性誘導体であってもよ
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い。
【００７５】
　ポリアルキレングリコール共重合体（ＣＰ）として好ましいものを挙げると、テトラメ
チレンエーテル単位と前記一般式（ＩＩ－３）で表される単位からなる共重合体が好まし
く、特にテトラメチレンエーテル単位と３－メチルテトラメチレンエーテル単位からなる
共重合体がより好ましい。また、テトラメチレンエーテル単位と前記一般式（ＩＩ－１）
で表される単位からなる共重合体も好ましく、特にテトラメチレンエーテル単位と２－メ
チルエチレンエーテル単位からなる共重合体がより好ましい。テトラメチレンエーテル単
位と２，２－ジメチルトリメチレンエーテル単位、即ちネオペンチルグリコールエーテル
単位からなる共重合体も好ましい。
【００７６】
　直鎖アルキレンエーテル単位（Ｐ１）と分岐アルキレンエーテル単位（Ｐ２）を有する
ポリアルキレングリコール共重合体（ＣＰ）を製造する方法は公知であり、上記したよう
なグリコール、アルキレンオキシドあるいはそのポリエーテル形成性誘導体を、通常、酸
触媒を用いて重縮合させることによって製造することができる。
【００７７】
　ポリアルキレングリコール共重合体（ＣＰ）は、ランダム共重合体やブロック共重合体
であってもよい。
【００７８】
　ポリアルキレングリコール共重合体（ＣＰ）の前記一般式（Ｉ）で表される直鎖アルキ
レンエーテル単位（Ｐ１）と前記一般式（ＩＩ－１）～（ＩＩ－４）で表される分岐アル
キレンエーテル単位（Ｐ２）の共重合比率は、（Ｐ１）／（Ｐ２）のモル比で、好ましく
は９５／５～５／９５であり、より好ましくは９３／７～４０／６０であり、更に好まし
くは９０／１０～６５／３５であり、直鎖アルキレンエーテル単位（Ｐ１）がリッチであ
ることがより好ましい。
　なお、モル分率は、１Ｈ－ＮＭＲ測定装置を用い、重水素化クロロホルムを溶媒として
測定される。
【００７９】
　また、ポリアルキレングリコール共重合体（ＣＰ）において、その末端基はヒドロキシ
ル基であることが好ましい。加えて、その片末端あるいは両末端がアルキルエーテル、ア
リールエーテル、アラルキルエーテル、脂肪酸エステル、アリールエステルなどで封鎖さ
れていてもその性能発現に影響はなく、エーテル化物又はエステル化物が同様に使用でき
る。
【００８０】
　アルキルエーテルを構成するアルキル基としては、直鎖状又は分岐状のいずれも使用で
き、炭素数１～２２のアルキル基、例えばメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、
オクチル基、ラウリル基、ステアリル基等であり、ポリアルキレングリコールのメチルエ
ーテル、エチルエーテル、ブチルエーテル、ラウリルエーテル、ステアリルエーテル等が
好ましく例示できる。
【００８１】
　アリールエーテルを構成するアリール基としては、好ましくは炭素数６～２２、より好
ましくは炭素数６～１２、さらに好ましくは炭素数６～１０のアリール基が好ましく、例
えばフェニル基、トリル基、ナフチル基等が挙げられ、フェニル基、トリル基等が好まし
い。アラルキル基としては、好ましくは炭素数７～２３、より好ましくは炭素数７～１３
、さらに好ましくは炭素数７～１１のアラルキル基が好ましく、例えばベンジル基、フェ
ネチル基等が挙げられ、ベンジル基が特に好ましい。
【００８２】
　脂肪酸エステルを構成する脂肪酸は、直鎖状又は分岐状のいずれも使用でき、飽和脂肪
酸であってもよく不飽和脂肪酸であってもよい。
　脂肪酸エステルを構成する脂肪酸としては、炭素数１～２２の１価又は２価の脂肪酸、
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例えば、１価の飽和脂肪酸、例えば、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロ
ン酸、エナント酸、カプリル酸、カプリン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、ペンタデシル
酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノナデカン酸、アラキジン酸、ベヘ
ン酸や、１価の不飽和脂肪酸、例えば、オレイン酸、エライジン酸、リノール酸、リノレ
ン酸、アラキドン酸などの不飽和脂肪酸、また炭素数１０以上の二価の脂肪酸、例えば、
セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、テトラデカン二酸、タプシア酸およびデセ
ン二酸、ウンデセン二酸、ドデセン二酸である。
【００８３】
　アリールエステルを構成するアリール基としては、好ましくは炭素数６～２２、より好
ましくは炭素数６～１２、さらに好ましくは炭素数６～１０のアリール基が好ましく、例
えばフェニル基、トリル基、ナフチル基等が挙げられ、フェニル基、トリル基等が好まし
い。末端封止する基は、アラルキル基であっても芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）と良
好な相溶性を示すことから、アリール基と同様の作用を発現できる。アラルキル基として
は、好ましくは炭素数７～２３、より好ましくは炭素数７～１３、さらに好ましくは炭素
数７～１１のアラルキル基が好ましく、例えばベンジル基、フェネチル基等が挙げられ、
ベンジル基が特に好ましい。
【００８４】
　ポリアルキレングリコール共重合体（ＣＰ）としては、なかでもテトラメチレンエーテ
ル単位と２－メチルエチレンエーテル単位からなる共重合体、テトラメチレンエーテル単
位と３－メチルテトラメチレンエーテル単位からなる共重合体、テトラメチレンエーテル
単位と２，２－ジメチルトリメチレンエーテル単位からなる共重合体が特に好ましい。こ
のようなポリアルキレングリコール共重合体としては、具体的には例えば、日油社製商品
名（以下同様）「ポリセリンＤＣＢ」、保土谷化学社製「ＰＴＧ－Ｌ」、旭化成せんい社
製「ＰＴＸＧ」などが挙げられる。また、テトラメチレンエーテル単位と２，２－ジメチ
ルトリメチレンエーテル単位からなる共重合体は特願２０１５－２５３３に記載の方法で
製造することも可能である。
【００８５】
　ポリアルキレングリコール化合物としては、下記一般式（III－１）で表される分岐型
ポリアルキレングリコール化合物又は下記一般式（III－２）で表される直鎖型ポリアル
キレングリコール化合物も好ましいものとして挙げられる。なお、下記一般式（III－１
）で表される分岐型ポリアルキレングリコール化合物又は下記一般式（III－２）で表さ
れる直鎖型ポリアルキレングリコール化合物は、他の共重合成分との共重合体であっても
よいが、単独重合体が好ましい。
【００８６】
【化６】

【００８７】
（式（III－１）中、Ｒは炭素数１～３のアルキル基を示し、ＸおよびＹは、それぞれ独
立に、水素原子、炭素数１～２３の脂肪族アシル基、又は炭素数１～２３のアルキル基を
示し、ｎは１０～４００の整数を示す。）
【００８８】

【化７】

【００８９】
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（式（III－２）中、Ｘ及びＹは、それぞれ独立に、水素原子、炭素数２～２３の脂肪族
アシル基又は炭素数１～２２のアルキル基を示し、ｍは２～６の整数、ｐは６～１００の
整数を示す。）
【００９０】
　上記の一般式（III－１）において、整数（重合度）ｎは、１０～４００であるが、好
ましくは１５～２００、更に好ましくは２０～１００である。重合度ｎが１０未満の場合
、成形時のガス発生量が多くなり、ガスによる成形不良、例えば、未充填、ガスやけ、転
写不良を発生する可能性がある。一方、重合度ｎが４００を超える場合、芳香族ポリカー
ボネート樹脂組成物の色相を向上させる効果が十分に得られないおそれがある。
【００９１】
　分岐型ポリアルキレングリコール化合物としては、一般式（III－１）中、Ｘ，Ｙが水
素原子で、Ｒがメチル基であるポリプロピレングリコール（ポリ（２－メチル）エチレン
グリコール）やエチル基であるポリブチレングリコール（ポリ（２－エチル）エチレング
リコール）が好ましく、特に好ましくはポリブチレングリコール（ポリ（２－エチル）エ
チレングリコール）である。
【００９２】
　上記の一般式（III－２）において、ｐ（重合度）は、６～１００の整数であるが、好
ましくは８～９０、より好ましくは１０～８０である。重合度ｐが６未満の場合、成形時
にガスが発生するので好ましくない。一方、重合度ｐが１００を超える場合、相溶性が低
下するので好ましくない。
【００９３】
　直鎖型ポリアルキレングリコール化合物としては、一般式（III－２）中のＸ及びＹが
水素原子で、ｍが２であるポリエチレングリコール、ｍが３であるポリトリメチレングリ
コール、ｍが４であるポリテトラメチレングリコール、ｍが５であるポリペンタメチレン
グリコール、ｍが６であるポリヘキサメチレングリコールが好ましく挙げられ、より好ま
しくはポリトリメチレングリコール、ポリテトラメチレングリコールあるいはそのエステ
ル化物又はエーテル化物である。
【００９４】
　また、ポリアルキレングリコール化合物として、その片末端あるいは両末端が脂肪酸ま
たはアルコールで封鎖されていてもその性能発現に影響はなく、脂肪酸エステル化物また
はエーテル化物を同様に使用することができ、従って、一般式（III－１），（III－２）
中のＸ及び／又はＹは炭素数１～２３の脂肪族アシル基又はアルキル基であってもよい。
【００９５】
　脂肪酸エステル化物としては、直鎖状又は分岐状脂肪酸エステルのいずれも使用でき、
脂肪酸エステルを構成する脂肪酸は、飽和脂肪酸であってもよく不飽和脂肪酸であっても
よい。また、一部の水素原子がヒドロキシル基などの置換基で置換されたものも使用でき
る。
　脂肪酸エステルを構成する脂肪酸としては、炭素数１～２３の１価又は２価の脂肪酸、
例えば、１価の飽和脂肪酸、具体的には、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カ
プロン酸、エナント酸、カプリル酸、カプリン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、ペンタデ
シル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノナデカン酸、アラキジン酸、
ベヘン酸や、１価の不飽和脂肪酸、具体的には、オレイン酸、エライジン酸、リノール酸
、リノレン酸、アラキドン酸などの不飽和脂肪酸、また炭素数１０以上の二価の脂肪酸、
具体的には、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、テトラデカン二酸、タプシア
酸及びデセン二酸、ウンデセン二酸、ドデセン二酸が挙げられる。
　これらの脂肪酸は１種又は２種以上組み合せて使用できる。前記脂肪酸には、１つ又は
複数のヒドロキシル基を分子内に有する脂肪酸も含まれる。
【００９６】
　分岐型ポリアルキレングリコールの脂肪酸エステルの好ましい具体例としては、一般式
（III－１）において、Ｒがメチル基、ＸおよびＹが炭素数１８の脂肪族アシル基である
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ポリプロピレングリコールステアレート、Ｒがメチル基、ＸおよびＹが炭素数２２の脂肪
族アシル基であるポリプロピレングリコールベヘネートが挙げられる。直鎖型ポリアルキ
レングリコールの脂肪酸エステルの好ましい具体例としては、ポリアルキレングリコール
モノパルミチン酸エステル、ポリアルキレングリコールジパルミチン酸エステル、ポリア
ルキレングリコールモノステアリン酸エステル、ポリアルキレングリコールジステアリン
酸エステル、ポリアルキレングリコール（モノパルミチン酸・モノステアリン酸）エステ
ル、ポリアルキレングリコールベヘネート等が挙げられる。
【００９７】
　ポリアルキレングリコールのアルキルエーテルを構成するアルキル基としては、直鎖状
又は分岐状のいずれでもよく、例えばメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、オク
チル基、ラウリル基、ステアリル基等の炭素数１～２３のアルキル基が挙げられ、このよ
うなポリアルキレングリコール化合物としては、ポリアルキレングリコールのアルキルメ
チルエーテル、エチルエーテル、ブチルエーテル、ラウリルエーテル、ステアリルエーテ
ル等が好ましく例示できる。
【００９８】
　一般式（III－１）で表される分岐型ポリアルキレングリコール化合物としては、具体
的には例えば、日油社製商品名（以下同様）「ユニオールＤ－１０００」、「ユニオール
ＰＢ－１０００」などが挙げられる。
【００９９】
　前記ポリアルキレングリコール共重合体（ＣＰ）、前記一般式（III－１）で表される
分岐型ポリアルキレングリコール化合物、前記一般式（III－２）で表される直鎖型ポリ
アルキレングリコール化合物等のポリアルキレングリコール化合物の数平均分子量として
は、２００～５，０００であることが好ましく、より好ましくは３００以上、さらに好ま
しくは５００以上であり、より好ましくは４，０００以下、さらに好ましくは３，０００
以下、特に好ましくは２０００以下、とりわけ好ましくは１０００未満であり、８００以
下であることが最も好ましい。上記範囲の上限を超えると、相溶性が低下するので好まし
くなく、又上記範囲の下限を下回ると成形時にガスが発生するので好ましくない。ここで
いうポリアルキレングリコール化合物の数平均分子量はＪＩＳ　Ｋ１５７７に準拠して測
定した水酸基価に基づいて算出した数平均分子量である。
【０１００】
<色相改良剤（Ｃ）の含有量>
　本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物において、色相改良剤（Ｃ）の含有量は、
用いる色相改良剤（Ｃ）の種類によっても異なるが、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）
１００質量部に対し、０．０５～２質量部である。色相改良剤の含有量が０．０５質量部
未満であっても、２質量部を超えても、得られる成形品の色相が劣る傾向がある。
【０１０１】
　色相改良剤（Ｃ）として脂肪酸エステルを用いる場合、本発明の芳香族ポリカーボネー
ト樹脂組成物中の脂肪酸エステルの含有量は、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）１００
質量部に対し、０．０３～０．３質量部であることが好ましく、０．０４～０．２５質量
部であることがより好ましく、０．０５～０．２質量部であることがさらに好ましい。
【０１０２】
　色相改良剤（Ｃ）としてポリアルキレングリコール化合物を用いる場合、本発明の芳香
族ポリカーボネート樹脂組成物中のポリアルキレングリコール化合物の含有量は、芳香族
ポリカーボネート樹脂（Ａ）１００質量部に対し、０．１～１．５質量部であることが好
ましく、０．２～１．２質量部であることがより好ましく、０．４～１．０質量部である
ことがさらに好ましい。
【０１０３】
　色相改良剤（Ｃ）として脂肪酸エステルとポリアルキレングリコール化合物を用いる場
合、本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物中の脂肪酸エステル及びポリアルキレン
グリコール化合物の含有量は、各々上記の好適含有量の範囲において、その合計の含有量
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が、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ）１００質量部に対し、０．１～１．５質量部であ
ることが好ましく、０．２～１．２質量部であることがより好ましく、０．５～１．０質
量部であることがさらに好ましい。
【０１０４】
＜その他の成分＞
　本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、
任意成分としてさらに酸化防止剤、離型剤、紫外線吸収剤、蛍光増白剤、染顔料、難燃剤
、耐衝撃改良剤、帯電防止剤、滑剤、可塑剤、相溶化剤、充填剤等が配合されてもよい。
【０１０５】
＜芳香族ポリカーボネート樹脂組成物ペレットの製造方法＞
　本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレットを製造するには、例えば、各成
分を一括又は分割して配合し、溶融混練してペレット化する方法が挙げられる。各成分の
配合方法としては、例えばタンブラー、ヘンシェルミキサー等を使用する方法、フィーダ
ーにより定量的に押出機のホッパーに供給して混合する方法などが挙げられる。溶融混練
には、例えば単軸混練押出機、二軸混練押出機等を使用することが好ましく、押出機先端
の吐出ノズルから押出された芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のストランドを、引き取
りローラーにより引き取り、水槽内を搬送して冷却した後、ペレタイザーで所定の大きさ
にカットして芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレットを得ることができる。
【０１０６】
［射出成形方法］
　次に、上記のような本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレットを用いて本
発明に従って射出成形を行う方法について説明する。
【０１０７】
＜メカニズム＞
　本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法において、射出シリンダーにベ
ントを有する射出成形機を用いて、芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレットを飢餓
状態で供給する（以下、「飢餓フィード」と称す場合がある。）と共に、ベント及び射出
成形機へのペレット供給部の一方に不活性ガスを供給し、かつ他方に不活性ガスを供給す
るか減圧しながら射出成形することにより、成形時の黄変を防止して色相が良好な芳香族
ポリカーボネート樹脂成形品を得ることができるメカニズムは以下のように考えられる。
【０１０８】
　即ち、射出シリンダーにベントを有する射出成形機であれば、射出シリンダーにおける
ペレットの溶融可塑化でペレットから発生した残留モノマーや添加剤分解物等の揮発成分
をベントから排出させることができ、これらの成分が成形品中に残留することによる黄変
を防止することができる。この際、ベント及び射出成形機へのペレット供給部の一方に不
活性ガスを供給し、かつ他方に不活性ガスを供給するか減圧することにより、射出シリン
ダー内の酸素濃度を下げると共に樹脂の溶融時に発生する樹脂の着色原因物質をパージし
て、樹脂の酸化劣化及による黄変、着色原因物質による樹脂の着色反応を抑制することが
できる。
【０１０９】
　即ち、ベント及び射出成形機へのペレット供給部の双方に不活性ガスを供給した場合は
、不活性ガスにより射出シリンダー内の酸素濃度を下げると共に、樹脂の着色原因となる
物質をパージすることが可能となり、樹脂の着色反応を抑制することができる。
　ベント及び射出成形機へのペレット供給部の一方に不活性ガスを供給し、他方を減圧し
た場合は、不活性ガス供給側において樹脂着色の原因物質をパージする効果と、減圧側に
おいて、樹脂着色の原因物質を排気する効果により、樹脂の着色を有効に防止することが
できる。
【０１１０】
　これに対して、ベント及び射出成形機へのペレット供給部を共に減圧した場合は、スク
リューシリンダーの空隙から酸素が侵入する場合があり、本発明の効果を得ることはでき
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ない。
【０１１１】
　また、ペレットを飢餓フィードとすることにより、後述の通り、ペレットの供給部から
も水蒸気や揮発成分を排出することが可能となり、より一層良好な色相の成形品を得るこ
とができるようになる。
【０１１２】
　また、射出成形機に供するペレットが所定量以上の水分を含むと、ペレットから発生し
た水蒸気が、揮発成分を巻き込んでベントから揮散することで、黄変の原因となる揮発成
分を効率的に排出させることができるようになるため、得られる成形品は、より色相に優
れたものとなる。
【０１１３】
＜射出成形機＞
　図１～３を参照して、本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法で好適に
用いられる射出成形機を説明する。
　図１～３は、本発明に好適に用いられる射出成形機の一例を示す構成図であり、同一機
能を奏する部材に同一符号を付してある。
　以下において、射出成形機の射出方向の上流側及び下流側を、それぞれ単に「上流」、
「下流」と称す。
【０１１４】
　１は、射出シリンダーであり、内部にスクリュー２が配置されている。射出シリンダー
１の射出方向基端側の供給口１ａの直上には、ペレット供給装置１０が設けられている。
このペレット供給装置１０については後述する。
　射出シリンダー１の射出方向先端側には、射出ノズル３が設けられており、このノズル
３内にスクリュー２のヘッド部２ａが挿入されている。また、射出シリンダー１の外周に
は加熱用ヒーター４が装着されている。
【０１１５】
　図１の射出成形機では、ペレット供給装置１０のホッパーの下部に、窒素（Ｎ２）等の
不活性ガス吹き込み用のノズル（以下「不活性ガスノズル」と称す。）７Ｂが挿入されて
おり、ベント５Ａに、減圧用の配管６Ａが設けられている。Ｖは減圧バルブ、Ｐは真空ポ
ンプである。
　なお、ベント５Ａは、密閉構造とされている。
【０１１６】
　図２の射出成形機では、上部が開放されたベント５Ｂに、不活性ガスノズル６Ｂが挿入
されており、ペレット供給装置１０のホッパーの下部に減圧バルブＶと真空ポンプＰを有
する減圧用の配管７Ａが設けられている。
【０１１７】
　図３の射出成形機では、ベント５Ｂに、不活性ガスノズル６Ｂが挿入されており、ペレ
ット供給装置１０のホッパーの下部にも不活性ガスノズル７Ｂが挿入されている。
【０１１８】
　図１，３において、不活性ガスノズル７Ｂは、図４（ａ）に示されるように、ペレット
供給装置１０のホッパー２０下部のスクリューフィーダー１１部分に挿入されている。
【０１１９】
　図１～３の射出成形機では、射出シリンダー１の射出方向の途中部分の１箇所にベント
５Ａ，５Ｂが設けられているため、このベント５Ａ，５Ｂから、前述の通り、樹脂着色の
原因物質を効率的に排出することができる。特にベント５Ａを減圧する図１の射出成形機
では、樹脂着色の原因物質をより効率的に排出することができる。また、不活性ガスノズ
ル６Ｂ，７Ｂより、窒素（Ｎ２）等の不活性ガスを吹き込むことにより、前述の通り、射
出シリンダー内の酸素濃度を下げ、樹脂の酸化劣化を防止すると共に、樹脂の溶融時に発
生する樹脂の着色原因物質をパージして、樹脂の黄変を防止することができる。ペレット
供給装置１０のホッパーの下部を減圧する図２の射出成形機では樹脂溶融時に発生する着
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色原因物質を排気することができる。
【０１２０】
　ベント５Ａ，５Ｂから、揮発成分を効率的に排出するために、ベント５Ａ，５Ｂは、射
出シリンダー１の可塑化ゾーンよりも下流に設けられていることが好ましい。
　即ち、図１～３に示されるように、射出成形機の射出シリンダー１は、射出方向の基端
側から先端の射出側に向けて、可塑化ゾーン、溶融圧縮ゾーン及び計量ゾーンで構成され
、スクリュー２は各々の領域の目的に応じた設計とされている。
【０１２１】
　可塑化ゾーンは、ペレット供給装置１０により供給されたペレットを溶融、可塑化する
ための領域であり、この可塑化ゾーンにおいて、ペレットから揮発成分が発生する。
　溶融圧縮ゾーンは、可塑化ゾーンからの溶融樹脂を更に溶融させると共に圧縮して揮発
成分を脱気する領域であり、本発明に係るベント５Ａ，５Ｂは、この領域に設けられてい
ることが好ましい。
【０１２２】
　計量ゾーンは、樹脂の吐出前に樹脂を安定化させ、吐出量のバラツキを抑えるための調
整を行う領域である。
【０１２３】
　通常、可塑化ゾーンは、その長さＬ１が、射出シリンダー１の全長（ここで射出シリン
ダーの全長とは、射出シリンダーにペレットを供給するための供給口１ａの中心からスク
リュー２のヘッド部２ａの基端部までの長さをいう。）Ｌに対して、１／２～７／１０程
度の長さの領域である。また、溶融圧縮ゾーンの長さＬ２は、射出シリンダー１の全長Ｌ
の１／１０～３／１０程度であり、計量ゾーンの長さＬ３は、射出シリンダー１の全長Ｌ
の１／１０～３／１０程度である。
【０１２４】
　本発明において、ベント５Ａ，５Ｂは、射出シリンダー１の全長Ｌに対して、可塑化ゾ
ーンの下流側であって、基端側から３／１０～１／２の部分、即ち、図１において、Ｌ４

がＬの１／２～７／１０となるような位置、好ましくは、Ｌ４－Ｌ２がＬの１／５～３／
５である位置に設けられていることが、揮発成分の排出効率の面で好ましい。
　なお、図１において、長さＬ４は、ペレット供給口の中心から、ベント５Ａ，５Ｂの中
心までの距離を示している。
【０１２５】
　ベント５Ａ，５Ｂは、図１に示す通り、１箇所のみに設けられていてもよく、射出シリ
ンダー１の射出方向の複数箇所に設けられていてもよいが、最も上流側のベントが上記の
位置であることが好ましい。
【０１２６】
　なお、ベント５Ａ，５Ｂの口径は、通常１０～２０ｃｍ程度である。
【０１２７】
＜不活性ガス＞
　ベント及び／又は射出成形機へのペレット供給部から供給する不活性ガスとしては、窒
素、二酸化炭素、ヘリウム等を用いることができるが、これらのうち、取り扱い性等にお
いて窒素が好適に用いられる。
【０１２８】
　不活性ガスノズルとしては、孔径２～１０ｍｍ程度の金属製ノズルを用いることができ
る。
【０１２９】
　不活性ガスの供給量は所望の色相の成形品が得られる程度であればよく、特に制限はな
いが、例えば、不活性ガスの供給部に設けた酸素濃度計で測定される雰囲気中の酸素濃度
が５％容積以下、特に０～２容積％となる程度とすることが好ましい。ここで、酸素濃度
計は、ベント５Ｂであればベント５Ｂ内に挿入された不活性ガスノズル６Ｂの不活性ガス
吹き出し部近傍に設けることができる。
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　また、ペレット供給部の例えばホッパーの下部に不活性ガスノズル７Ｂを挿入した場合
は、この不活性ガスノズル７Ｂと共に酸素濃度計を挿入して酸素濃度の測定を行なえばよ
い。
【０１３０】
　本発明において、不活性ガスの供給は、ベントのみに行ってもよく、ペレットの供給部
のみに行ってもよい。また、ベントとペレットの供給部の両方に行ってもよいが、ベント
及びペレットの供給部のうち、不活性ガスの供給を行わない側は、減圧とする。また、複
数のベントを有する場合、すべてのベントで不活性ガスの供給を行ってもよく、一部のベ
ントのみで不活性ガスの供給を行ってもよいし、一部のベントで不活性ガスを供給し、他
のベントを減圧としてもよい。
　また、射出成形機へのペレット供給部に不活性ガスを供給する場合、図４（ａ）のよう
に、ホッパーの下部に不活性ガスノズルを挿入して不活性ガスを供給する他、射出シリン
ダーのペレット供給口１ａに不活性ガスノズルを挿入して不活性ガスを供給してもよい。
【０１３１】
＜減圧処理＞
　本発明においては、射出成形機のベント又はペレットの供給部を減圧する場合、図１，
２に示すように真空ポンプＰ及び真空バルブＶを有する配管６Ａ，７Ａをベント或いはペ
レットの供給部に接続して真空引きすればよい。
　この場合、ベントについては、図１に示すように、開口部を密閉構造とすることにより
、効率的に減圧することが可能となる。
　ペレットの供給部を減圧する場合、図４（ａ）に示す不活性ガスノズル７Ｂの代りに減
圧用配管７Ａを挿入してペレット供給装置１０のホッパー２０下部のスクリューフィーダ
ー１１部分を減圧してもよく、ペレット供給部１ａに減圧用配管を挿入して減圧してもよ
い。
【０１３２】
　減圧する方法として、下記の真空ポンプを用いて減圧することが可能である。
　アンレット社製ドライルーツ式真空ポンプＦＴ２－２０（到達圧力８ｋＰａ（６０Ｔｏ
ｒｒ））
　アンレット社製ドライルーツ式真空ポンプＦＴ２－８０（到達圧力５．３ｋＰａ（４０
Ｔｏｒｒ））。
【０１３３】
＜飢餓フィード＞
　前述の通り、本発明では射出成形機への芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレット
の供給を飢餓フィードで行う。
　以下に、この供給方法について、図４を参照して説明する。
【０１３４】
　通常、ペレットは、図４（ｂ）に示す通り、射出成形機の射出シリンダーの基端側のペ
レット供給口１ａに取り付けられたペレット供給ホッパー２０より、その自重で落下させ
て供給される。この場合、ホッパー２０から射出シリンダーの供給口１ａを経てスクリュ
ー２に到る部分は、図４（ｂ）に示す通り、ペレット３０で充満された状態となる（以下
、図４（ｂ）に示す供給方法を「通常フィード」と称す。）。
【０１３５】
　これに対して、飢餓フィードを行う場合は、図４（ａ）に示すように、ホッパー２０か
らのペレット３０の供給量を調整可能なスクリューフィーダー１１を有するペレット供給
装置１０を用い、ホッパー２０からのペレット３０が、自重による落下ではなく、スクリ
ューフィーダー１１の回転で所定量が射出シリンダー１の供給口１ａに投入されるように
する。このように、ペレット３０の投入量を制御することにより、供給口１ａの直下のス
クリュー２のスクリューベット（スクリューのねじ溝部分）はペレットで覆われることな
く、その一部が露出した状態となる。このような状態でペレットを供給することを飢餓フ
ィードという。
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【０１３６】
　このように、飢餓状態でペレットを供給した場合、射出シリンダー１の供給口１ａ部分
にはペレットの存在しない空隙が形成され、この空隙を経て射出シリンダー１内で発生し
たガス成分等が系外へ排出されるようになる。即ち、ペレット供給口１ａが、ベントと同
様の機能を果たすようになり、揮発成分や水蒸気の排出効率がより一層向上し、得られる
成形品の色相が更に改善される。
【０１３７】
　本発明に従って、ペレットの供給部に不活性ガスを供給しつつ飢餓フィードを行うと、
ペレットの供給部に供給された不活性ガスが射出シリンダー内に侵入し易くなり、樹脂着
色の原因となる成分を効果的にパージすることができる。
　また、ペレットの供給部を減圧した状態で飢餓フィードを行うと、射出シリンダー内の
ガス成分を、ペレットの供給部を経て効率的に排出することができ、減圧による樹脂の酸
化防止効果を高めることができる。
【０１３８】
　このような飢餓フィードを行うためのペレット供給装置は市販されており、例えば、後
述の実施例で用いた日本油機製「ＨＦ－Ｉ型」等を用いることができる。
【０１３９】
＜ペレットの水分量＞
　本発明において、射出成形機に供給する芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレット
は、水分量２００ｐｐｍ以上であることが好ましい。
　揮発成分の排出効率の面から、ペレットの水分量は多い程好ましく、この水分量は３０
０ｐｐｍ以上であることがより好ましく、５００ｐｐｍ以上であることが更に好ましい。
ただし、計量安定性の観点から、水分量は３０００ｐｐｍ以下であることが好ましく、２
５００ｐｐｍ以下であることがより好ましく、２０００ｐｐｍ以下であることが更に好ま
しい。
【０１４０】
　上記の水分量のペレットは、射出成形機に供給するペレットの乾燥条件を調節すること
により、或いは、前述の方法で得られたペレットを乾燥せずにそのまま用いることにより
得ることができる。
　通常、前述のように水槽で冷却し、ペレタイザーでペレット化して得られた芳香族ポリ
カーボネート樹脂組成物のペレットの水分量は５００～２０００ｐｐｍ程度であり、本発
明では、このようなペレットを乾燥を行うことなく射出成形機に供給することができる。
この場合には、ペレットの乾燥工程を省略することができ、生産効率の向上を図ることも
できる。
【０１４１】
＜射出成形条件＞
　本発明においては、上記のように、ベントを有する射出成形機を用い、好ましくは所定
の水分量のペレットを飢餓フィードすること以外は、射出成形条件については通常の条件
を採用することができ、例えば、シリンダー温度２６０～３２０℃、金型温度６０～１２
０℃で行うことができる。
【０１４２】
〔成形品〕
　本発明の芳香族ポリカーボネート樹脂成形品の製造方法は、特に導光部材のような長尺
の成形品の製造に有効であり、例えば、Ｌ／Ｄ（長径／短径比）が３０以上の長尺成形品
の製造に適用した場合において、長さ方向においても良好な色相の成形品を得ることがで
きる。
　得られた成形品は、導光部材、特に自動車用照明装置の導光部材として有用である。
【０１４３】
　本発明により製造される芳香族ポリカーボネート樹脂成形品よりなる導光部材の構成に
は特に制限はなく、例えば、長尺状の本体部と、この本体部に、その長さ方向に沿って突
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設された複数のプリズム部とで構成されたものが挙げられる。
　このような導光部材と光源を有する照明装置では、光源から、導光部材の本体部の一方
の端面又は両方の端面から入射された光が、プリズム部で導光され、本体部の光出射面か
ら出射される。
【実施例】
【０１４４】
　以下に実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はその要旨を超えない
限り、以下の実施例に限定されるものではない。
【０１４５】
　以下の実施例及び比較例において用いた材料は次のとおりである。
【０１４６】
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂
（Ａ－１）界面重合法で製造されたビスフェノールＡ型芳香族ポリカーボネート樹脂
三菱エンジニアリングプラスチックス社製　ユーピロン（登録商標）Ｓ－３０００
粘度平均分子量２２，０００
（Ａ－２）界面重合法で製造されたビスフェノールＡ型芳香族ポリカーボネート樹脂
三菱エンジニアリングプラスチックス社製　ユーピロン（登録商標）Ｈ－４０００
粘度平均分子量１６，０００
（Ａ－３）界面重合法で製造されたビスフェノールＡ型芳香族ポリカーボネート樹脂
三菱エンジニアリングプラスチックス社製　ユーピロン（登録商標）Ｈ－７０００
粘度平均分子量１４，０００
【０１４７】
（Ｂ）リン系安定剤
（Ｂ－１）ＡＤＥＫＡ社製、商品名「アデカスタブＡＳ２１１２」（トリス（２，４－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、第２ホスファイト系安定剤）
（Ｂ－２）ＡＤＥＫＡ社製、商品名「アデカスタブＰＥＰ－３６」（ビス（２，６－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、第１ホ
スファイト系安定剤）
（Ｂ－３）Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ＆Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｓ社製、商品名「Ｄｏ
ｖｅｒｐｈｏｓ　Ｓ－９２２８」（ビス（２，４－ジクミルフェニル）ペンタエリスリト
ールジホスファイト、第１ホスファイト系安定剤）
【０１４８】
（Ｃ）色相改良剤
（Ｃ－１）理研ビタミン（株）製、商品名「リケマールＳ－１００Ａ」（グリセリンモノ
ステアレート）
（Ｃ－２）日油社製、商品名「ユニオールＰＢ－７００」（ポリブチレングリコール（ポ
リ（２－エチル）エチレングリコール）、数平均分子量７００）
【０１４９】
［実施例１～８及び比較例１～１６］
＜ペレットの製造＞
　表１～５に示す割合となるように上記（Ａ）～（Ｃ）成分を配合し、タンブラーミキサ
ーで均一に混合し、混合物を得た。その後、この混合物を、フルフライトスクリューとベ
ントとを備えた単軸押出機（製品名：ＶＳ－４０、いすず化工機社製）に供給し、スクリ
ュー回転数７０ｒｐｍ、吐出量１０ｋｇ／時間、バレル温度２５０℃の条件で混練し、押
出ノズル先端から、ストランド状に押出した。そして、押出物を水槽にて急冷し、ペレタ
イザーを用いてカットしてペレット化し、芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレット
を得た。なお、表１～５において、各成分の配合割合の単位は質量部である。また、ＰＣ
分子量は、芳香族ポリカーボネート樹脂組成物中の芳香族ポリカーボネート樹脂の粘度平
均分子量である。
【０１５０】
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　上記のようにして得られた芳香族ポリカーボネート樹脂組成物のペレットを用い、図１
～３の通り、射出シリンダーにベント（口径１５ｃｍ）を有し、またホッパー部にはペレ
ット供給装置（日本油機製「ＨＦ－Ｉ型」）を備えた射出成形機（東芝機械社製「ＥＣ１
００」）を使用して、射出成形を行った。この射出成形機の射出シリンダーの全長Ｌは７
５ｃｍで、可塑化ゾーンの長さＬ１＝４５ｃｍ、溶融圧縮ゾーンの長さＬ２＝１５ｃｍ、
計量ゾーンの長さＬ３＝１５ｃｍで、ベントは、Ｌ４＝５０ｍの位置に設けられている。
【０１５１】
　ペレットのフィード方法は図４（ａ）に示す飢餓フィード、又は図４（ｂ）に示す通常
フィードとした。
　また、ベント及びペレットの供給部（ホッパー）は、以下の通り減圧とするか、或いは
不活性ガスを供給して射出成形を行った。
【０１５２】
（１）　ベントを減圧する場合
　ベントの開口を閉じ、ベントに減圧配管を挿入し、（株）アンレット製ドライルーツ式
真空ポンプ「ＦＴ２－２０」を接続して減圧した。
（２）　ペレットの供給部を減圧する場合
　ホッパー下部のスクリューフィーダー部に減圧配管を挿入し、（株）アンレット製ドラ
イルーツ式真空ポンプ「ＦＴ２－８０」を接続して減圧した。
（３）　ベントに不活性ガスを供給する場合
　ベントに不活性ガスノズル（口径５ｍｍ）を挿入し、窒素ガスを供給した。
（４）　ペレットの供給部に不活性ガスを供給する場合
　ホッパー下部のスクリューフィーダー部に不活性ガスノズル（口径５ｍｍ）を挿入し、
窒素ガスを供給した。
　上記（３），（４）の場合、窒素ガスは、不活性ガスノズルの近傍に設けた酸素濃度計
で測定される酸素濃度が０ｐｐｍ（測定限界以下）となるように、窒素ガスの流量を調整
した。以下、（３），（４）の不活性ガス供給を「窒素パージ」と称す。
【０１５３】
　なお、比較例１～４及び比較例１１～１４では、ベントについては、閉鎖して（ベント
なし）減圧も不活性ガス供給も行わずに射出成形した。
　また、比較例７，８では、ペレットを通常フィードとしてホッパー部を減圧して射出成
形した。比較例９，１０では、ペレットを飢餓フィードとし、ベントもホッパー部も減圧
した。また、比較例５，６および比較例１５，１６では、ペレットを通常フィードとして
ホッパー部に窒素パージして射出成形した。
【０１５４】
　成形は、シリンダー温度２８０℃、金型温度８０℃で行い、３００ｍｍの長光路成形品
（６ｍｍ×４ｍｍ×３００ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝７５）を製造した。なお、成形に先立ち、用い
たペレットの水分量をカールフィッシャー水分計（三菱化学製水分計／ＶＡ－１００）に
て測定したところ、いずれも２０００ｐｐｍであった。
【０１５５】
＜色相評価＞
　得られた長光路成形品について、長光路分光透過色計（日本電色工業社製「ＡＳＡ１」
）を使用して３００ｍｍ長光路のＹＩ値を測定した。
　結果を表１～５に示す。
【０１５６】
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【表１】

【０１５７】
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【表２】

【０１５８】



(26) JP 2017-185681 A 2017.10.12

10

20

30

40

【表３】

【０１５９】
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【表４】

【０１６０】
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【表５】

【０１６１】
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　表１～５より、ベントを備える射出成形機を用いて、ペレットを飢餓フィードとすると
共に、ベント及びペレット供給部であるホッパーの一方に不活性ガスを供給し、かつ他方
に不活性ガスを供給するか減圧しながら射出成形を行うことにより、３００ｍｍ長光路に
おいて、色相が良好な芳香族ポリカーボネート樹脂成形品を得ることができ、特に、ホッ
パー部を減圧とし、ベント部を窒素パージすることにより、３００ｍｍ長光路において著
しく色相が良好な成形品を得ることができることが分かる。
【符号の説明】
【０１６２】
　１　射出シリンダー
　２　スクリュー
　３　射出ノズル
　４　加熱用ヒーター
　５Ａ，５Ｂ　ベント
　６Ａ，７Ａ　減圧用配管
　６Ｂ，７Ｂ　不活性ガスノズル
　１０　ペレット供給装置
　１１　スクリューフィーダー
　２０　ホッパー
　３０　ペレット

【図１】 【図２】
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